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2026年６月10日
（電子提供措置の開始日 2026年５月２９日）

株 主 各 位
東京都港区南青山７丁目８番４号
伊豆シャボテンリゾート株式会社

代 表 取 締 役 吉 村 浩 太 郎
（証券コード：６８１９）

第51期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚く御礼申し上げます。
さて、当社第51期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに電子提供措置事項を掲載しております。下記ウェブサイトにある「投資家の皆様へ」→「招
集通知」の順に選択してご覧ください。

当社ウェブサイト https://www.izu-sr.co.jp/
また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東京証券取引所ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧
書類/PR 情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

議決権の事前行使にあたっては、電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討の上、
併せて議決権行使についてのご案内をご覧いただいたうえ、2026年６月２４日（水曜日）の午
後７時までに議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

１．日 時 2026年６月２５日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時15分）
２．場 所 東京都港区元赤坂２丁目２番23号

明治記念館 「孔雀」の間
(後記の会場ご案内図をご参照ください。）

３．会議の目的事項
報告事項 １．第51期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

事業報告及び連結計算書類の内容報告並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．第51期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件
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決議事項
第１号議案 剰余金の配当の件
第２号議案 取締役７名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

〈株主様へのお願い〉
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載
させていただきます。

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申し上げます。

〈議決権行使の取扱いについてのご案内〉
①書面と電磁的方法（インターネット等）により重複して議決権を行使された場合は、到着
日時を問わず電磁的方法（インターネット等）によるものを有効な議決権行使として取り
扱わせていただきます。

②電磁的方法(インターネット等)により複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に
行われたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

③代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主様１名に委任すること
ができます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承くださ
い。

④各議案について賛否の表示がない議決権行使書が提出された場合は、「賛成」の意思表示
があったものとして取り扱わせていただきます。
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株主総会へ
出席する場合

１

２

３
株主総会開催日時

2026年６月24日（水曜日）午後７時00分まで

行使期限

行使期限

議決権行使書用紙を
会場受付へ提出

次頁をご参照ください

議決権行使書を
郵送する場合

インターネットによる
議決権行使の場合

各議案の賛否を
表示のうえ投函
（お早めにご投函ください）議決権行使書

2026年６月24日（水曜日）午後７時00分到着分まで

2026年６月25日（木曜日）午前10時（受付開始 午前９時15分）
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議決権の行使についてのご案内

＜議決権行使等についてのご案内＞
議決権の行使には以下の方法がございます。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・パスワードを
入力する方法

ログインIDおよびパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

※QRコードは㈱デンソーウェーブの登録商標です。

インターネットによる議決権行使について、
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

議決権行使ウェブサイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株主さまのご負担となります。

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）
電話：0120-173-027

（受付時間 9：00～ 21：00、通話料無料）

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

お手持ちのスマートフォン等にて、議決権行使書用紙
右下に記載のQRコードを読み取ってください。
1 議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。１

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。３

「ログイン」をクリック

ログインＩＤ、
仮パスワードを入力し、

議決権行使書用紙に記載された「ログインID」・「仮パ
スワード」をご入力ください。

2

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議 決 権 行 使 書 議決権の数 ＸＸ個 1.

2.

3.

4.

○○○○○○○

○○○○○○○

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログイントQRコード

（
ご
出
席
の
場
合
は
切
り
取
ら
な
い
で
く
だ
さ
い
）

見本
見本
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の配当の件
当社は、コアビジネスであるレジャー事業や成長余地のあるアニタッチ事業への投資と現状

の財務体質を維持したうえで、配当性向４０％を目安とし、下限値として株主資本配当率3．
５％を基準として、安定的な利益の還元を継続的に行うことを基本方針としております。
上記の基本方針に基づき、当期の期末配当につきましては、以下のとおりといたしたいと存

じます。

期末配当に関する事項
(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 配当財産の割り当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき20円 総額370,976,680円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日
2026年６月26日
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第２号議案 取締役７名選任の件
取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。あらためて取締役７名の選

任をお願いしたいと存じます。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 の 株
式 の 数

１ 吉 村
よ し む ら こ う た ろ う

浩 太 郎
（1977年５月22日生）

2014年11月 ㈱伊豆シャボテン公園
代表取締役就任

2016年６月 当社取締役就任
2025年６月 当社代表取締役社長就任（現任）

【重要な兼職の状況】
㈱伊豆シャボテン公園 取締役
㈱伊豆ドリームビレッジ 取締役

㈱FLACOCO 代表取締役

90,500株

２ 北
き た も と ゆ き ひ ろ

本 幸 寛
（1970年６月14日生）

2000年８月 ㈱ハートライン代表取締役就任
2007年６月 ㈱クオンツ取締役就任
2008年９月 ㈱クオンツ取締役退任
2014年11月 当社代表取締役社長就任
2025年６月 当社取締役就任（現任）

【重要な兼職の状況】
㈱ウェブ 取締役

50,000株

3 金 良 姫
き む や ん ひ

（1973年12月６日生）

2014年11月 当社社外取締役就任
2017年６月 当社取締役就任（現任）
2022年 9 月 ㈱ニッサントラベル取締役就任 ０株

4 江
え ぐ ち し ゅ う じ

口 修 司

（1959年７月30日生）

1983年４月 日興証券㈱（現SMBC日興證券㈱）入社
1999年12月 イー・トレード証券㈱

（現SBI証券㈱）入社
2016年１月 宝和商事有限会社入社（現任）
2022年 6 月 当社取締役就任（現任）

０株

5 奥 村
お く む ら ゆ り こ

百 合 子

（1962年１月11日生）

2016年１月 ㈱トーテム入社（現任）
０株
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 の 株
式 の 数

6 坂 本 貴
さ か も と た か し

（1973年6月29日生）

2001年 4 月 当社入社
2003年 7 月 当社経理部部長就任（現任）
2007年６月 当社取締役就任
2009年 6 月 当社取締役退任
2010年 6 月 当社取締役就任
2011年 2 月 当社代表取締役就任
2011年 6 月 当社代表取締役退任
2025年６月 当社取締役就任（現任）

4,600株

7 桑
く わ ば ら り ょ う す け

原 亮 介

（1974年9月2日生）

2015年 1 月 当社入社
2016年 4 月 当社経営企画室室長（現任）
2025年６月 当社取締役就任（現任） 5,400株

(注) １．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．当社は、取締役全員を対象として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を

保険会社との間で締結しており、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は
当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により補填す
ることとしております。なお、各候補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者とな
り、任期途中に当該保険契約を更新する予定であります。

３．江口修司氏及び奥村百合子氏は社外取締役候補者であります。
４．社外取締役候補者の選任理由

江口修司氏は、既に約４年当社の社外取締役として、公正かつ客観的な立場に立って適切な意見を
いただいており、今後も引き続き取締役会の意思決定に際して適切な指導をお願いできるものと判断
し、社外取締役として選任をお願いするものであります。
奥村百合子氏は、長年不動産業界に従事しており、当社の不動産戦略に関して公正かつ客観的な立

場に立って適切な意見をいただけるものと期待しております。
５．当社は、江口修司氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第
425条第１項に定める最低責任限度額とし、本総会において、江口氏の再任が承認された場合、本契
約を継続する予定であります。また、奥村百合子氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で、
同様の責任限定契約を締結する予定であります。

以 上
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事 業 報 告
第 51 期 (20252026

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

1．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善に加え、インバウンド需要
の増加が景気を下支えし、緩やかな回復基調を維持しました。一方で、物価の動向が個人消
費に及ぼす影響に加え、人件費の上昇に伴うコスト環境の変化や、米国の通商政策や年度末
に生じた中東情勢の緊迫化を含めた国際情勢の変動など、先行きは不透明さを増す状況とな
って推移しました。
このような状況下で、当社が展開する各レジャー施設では、経営理念である「ステークホ

ルダーと共に」及びブランドスローガンである「ご来園者の笑顔のために」のもとに、各施
設の入園者数と売上確保に努めております。
以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高55億91百万円（前期比1.9％増）、営業利

益11億67百万円（前期比2.0％減）、経常利益12億11百万円（前期比2.7％減）、親会社株主
に帰属する当期純利益８億39百万円（前期比7.4％減）となりました。

当社グループでは、以下の売上向上施策を行いました。
レジャー事業では、インバウンドの旅行客数の増加やアニタッチ事業が広範囲へ展開した

ことにより引き続き伊豆シャボテン動物公園の来場者数が増加しております。
アニタッチ事業では、新規出店は叶わなかったものの引き続き大勢のお客様にご来場いた

だけるよう努めてまいりました。
ホテル事業では、SKY-HILL HOTEL伊豆高原の部屋数の増加により宿泊者数が増加してお

ります。
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（2）設備投資等の状況
総額３億23百万円の設備投資を行いました。これは主に当社子会社である株式会社伊豆シ

ャボテン公園における建物及び構築物等の「グランイルミ」等への設備投資であります。

（3）資金調達の状況
該当事項はありません。

（4）他の会社の事業の譲受けの状況
当社の連結子会社である株式会社伊豆シャボテン公園は、2026年３月１日を効力発生日と

して、レジャー業の更なる拡大を図ることを目標として、城ケ崎観光開発株式会社から事業
の一部を譲り受けました。

（5）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。

（6）対処すべき課題
①グループ全体における課題
（ア）グループ知名度の向上
当社グループは、１年間で約240万人のお客様をお迎えする施設を有しております。今

後の当社グループの成長のためには、当社施設をまだご存じない方々に向けて認知度を上
げ、足を運んでいただけるような施策を講じていくかが重要な課題であると考えておりま
す。

（イ）人材の確保
人事・賃金制度や研修等の見直しにより、優秀な人材の確保と従業員の成長を図り、今

後の雇用環境の変化に対処し、より複雑化・高度化する業務に適切に処理できる組織力を
培うことが重要な課題であると考えております。

（ウ）コンプライアンスの推進
当社グループは、ステークホルダーとの信頼関係を築いてまいりました。一度の法令違

反により、これらの信頼関係を瓦解させ、ひいては企業経営に多大なダメージを与えるこ
ととなります。このため、当社は役職員に対し、高い倫理観と社会的責任に基づいて行動
する企業風土の確立を指導するとともに、適宜外部専門家との情報交換を行うことによ
り、法令・定款違反行為を未然に防止することが重要な課題であると考えております。
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②レジャー事業における課題
（ア）魅力的な運営施設への改善
伊豆ぐらんぱる公園における「グランイルミ」などへの新たな設備投資、また老朽化し

た既存設備の修繕などを行い、運営施設の全般的な魅力向上に努めることが、集客力の強
化の課題となっております。

（イ）イベントの拡充
当社グループの運営施設は様々なイベントを開催しておりますが、ご来園いただいたお

客様の顧客満足度の向上を図るイベントだけでなく、そのイベントによって集客を図るこ
とができる話題性のあるイベントなど魅力的なイベントを拡充することが、集客力の強化
の課題となっております。

（ウ）物販の拡充
魅力的なオリジナル商品の企画開発・販売を行い、各運営施設の売上向上やオリジナル

商品の販売を通じての各運営施設の知名度向上を図ることが、施設集客力の強化の課題と
なっております。

（エ）接遇などサービスレベルの向上
各運営施設のスタッフによるきめ細やかなサービスの提供を通じて、顧客満足度の向上

を図ることが、集客力の強化の課題となっております。

（オ）効果的な宣伝広告の実施
各運営施設は施設コンセプトが異なることから、広告媒体の選別を行い、ゴールデンウ

ィークや夏休み、年末年始や春休みなどの各繁忙期に向けてそれぞれに効果的な宣伝を行
うことが、集客力の強化の課題となっております。

③アニタッチ事業における課題
アニタッチの認知度向上
アニタッチについては、SNSなどを通じて当社グループの運営ということをさらに周知

してまいりたいと考えております。また、アニタッチが所在する施設の周りでも、まだま
だアニタッチそのものをご存じない方も大勢いらっしゃいます。皆様にアニタッチの魅力
を着実に伝えより多くの入場者に来ていただくこと、及びアニタッチ各施設へ来園いただ
いたお客様にレジャー事業の各施設へご来訪いただけるよう相互の施設の認知度を高めて
いくことが、集客力の強化の課題となっております。
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④ホテル事業における課題
（ア）各ホテルの認知度向上
伊東市は2024年度において第６位の入湯税収入を誇る温泉地であり、多数の宿泊施設

が所在する自治体となっています。競合施設が多数存在する中で株式会社伊豆ドリームビ
レッジが運営する伊豆シャボテンヴィレッジ他各施設の魅力を高めることにより認知度を
向上させることが課題となっております。

（イ）グランピング施設の差別化
伊豆シャボテンヴィレッジは伊豆シャボテン動物公園の隣地に位置するという地理的に

有利な条件もあり多くのお客様に来場いただいております。しかしながら全国的にグラン
ピング施設が増加したことにより一時のブームは沈静化しています。グランピング施設へ
の宿泊体験をより身近なものとしていただくような広告戦略及び他社との協業などを行い
宿泊率を向上させることが課題となっております。
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（7）財産及び損益の状況
年 度

区 分

第48期

(2022.4.1〜2023.3.31 )
第49期

(2023.4.1〜2024.3.31 )
第50期

(2024.4.1〜2025.3.31 )
第51期（当期)

(2025.4.1〜2026.3.31 )
売 上 高 （百万円） 3,390 4,648 5,489 5,591
経 常 利 益 （百万円） 693 954 1,245 1,211
親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 477 323 906 839
１株当たり当期純利益 （円） 33.51 17.77 49.66 45.41
総 資 産 （百万円） 4,947 6,724 7,272 7,799
純 資 産 （百万円） 3,278 4,943 5,762 6,342
１ 株 当 た り 純 資 産 （円） 229.45 269.65 311.29 341.31
（注）１．記載金額（１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を除く）は百万円未満を切り捨てて表示して

おります。
２．2023年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っておりますが、第48期の期首

に当該株式併合が行われたものと仮定して１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算定してお
ります。
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（8）重要な子会社の状況
（ⅰ）重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議
決権比率 主要な事業内容

株 式 会 社 伊 豆 シ ャ ボ テ ン 公 園 105百万円 100.0％ テーマパーク等の運営
株 式 会 社 伊 豆 ド リ ー ム ビ レ ッ ジ 50百万円 100.0％ 宿泊施設の運営
株 式 会 社 Ｆ Ｌ Ａ Ｃ Ｏ Ｃ Ｏ 10百万円 100.0％ テレビＣＭの企画・制作

（ⅱ）特定完全子会社に関する事項
会 社 名 住 所 帳簿価額の

合計額
当社の
総資産額

株式会社伊豆ドリームビレッジ 静岡県伊東市富戸1317番地584 1,092百万円 2,710百万円

（ⅲ）持分法適用会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議
決権比率 主要な事業内容

株 式 会 社 ウ ェ ブ 10百万円 20.0％ 結婚に関するコンサルタント業

（ⅳ）企業結合の経過
1.企業集団の現況に関する事項（4）他の会社の事業の譲受けの状況に記載のとおりで
あります。

（Ⅴ）企業結合の成果
当社の連結子会社は上記の重要な子会社に記載の３社であります。
当期の連結売上高は55億91百万円（前期比1.9％増）、親会社株主に帰属する当期純利
益は８億39百万円（前期比7.4％減）であります。
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（9）主要な事業内容
事 業 部 門 主 要 な 事 業 内 容

レ ジ ャ ー 事 業 伊東市に所在するテーマパーク等の運営等

ア ニ タ ッ チ 事 業 ふれあい動物施設の運営等

ホ テ ル 事 業 宿泊施設の運営等

（10）主要な営業所
（ⅰ） 当 社 本 社 （東京都港区）
（ⅱ） 子会社 株式会社伊豆シャボテン公園 （静岡県伊東市）
（ⅲ） 子会社 株式会社伊豆ドリームビレッジ （静岡県伊東市）

（11）従業員の状況
（ⅰ）企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

176名 ６名増

（ⅱ）当社の従業員の状況
従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

５名 １名減 33.4歳 6.8年

（12）主要な借入先
借 入 先 借 入 額

株式会社静岡銀行 295,093 千円

株式会社日本政策金融公庫 23,530 千円

（13）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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2．会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 25,000,000株

（2）発行済株式の総数 18,548,834株（自己株式23,934株を除く。）

（3）株主数 17,147名

（4）大株主一覧（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

山河企画有限会社

柏温泉リゾート株式会社

株式会社トーテム

株式会社船カンショートコース

株式会社広共

株式会社ＲＮＤ

ロイヤル観光有限会社

有限会社ＭＢＬ

株式会社ハッピーリゾート

株式会社広共コーポレーション

1,359,750株

1,205,000株

1,200,000株

1,200,000株

900,000株

700,000株

650,000株

625,000株

511,850株

468,450株

7.33％

6.50％

6.47％

6.47％

4.85％

3.77％

3.50％

3.37％

2.76％

2.53％
（注）持株比率は、発行済株式の総数から自己株式を控除した株式数を基準に算出し小数点以下第３位を四捨五

入しております。

（5）その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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3．会社の新株予約権等に関する事項
(1) 当事業年度末日における新株予約権の状況
・新株予約権の数

3,510個
・目的となる株式の種類及び数
普通株式175,500株（新株予約権１個につき50株（株式併合による調整後付与株式数））

・当社取締役、その他の役員の保有する新株予約権の区分別合計
回次 (行使価額) 行使期限 個 数 保有者数

取締役（社外取締役及
び監査役を除く） 第８回 (22,000円) 2024年7月1日

〜2029年6月30日 670個 2名

（注）2023年10月1日を効力発生日とする株式併合（普通株式2株を1株に併合）による調整をしております。

(2) 当事業年度中に交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。

4．会社役員に関する事項（2026年３月31日現在）
（1）取締役及び監査役の状況

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 吉 村 浩太郎
㈱伊豆シャボテン公園取締役
㈱伊豆ドリームビレッジ取締役
㈱FLACOCO代表取締役

取 締 役 北 本 幸 寛 ㈱ウェブ取締役

取 締 役 金 良 姫
取 締 役 酒 井 貴 雄 ㈱エデン代表取締役
取 締 役 江 口 修 司
取 締 役 坂 本 貴 当社経理部部長
取 締 役 桑 原 亮 介 当社経営企画室室長
監 査 役 白 石 孝 誼
監 査 役 萩野谷 敏 裕
監 査 役 小田島 章

（注）１．取締役江口修司氏は、社外取締役であります。
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２．監査役萩野谷敏裕及び小田島章の両氏は、社外監査役であります。
３．監査役小田島章氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当程度の知見を有するもので

あります。
４．取締役江口修司氏は、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役及び社外監査役全員と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契

約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、会社法第425条第１項に定める額
を責任の限度としております。

（３）役員等賠償責任保険（D&O保険）契約の内容の概要
当社は、保険会社との間で当社取締役及び監査役を被保険者として、会社法第430条の３

第１項に規定する役員等賠償責任保険（D&O保険）契約を締結しております。当該保険によ
り、被保険者が負担することになる株主代表訴訟、第三者訴訟、会社訴訟の訴訟費用及び損
害賠償金を補填することとしており、保険料は全額当社が負担しております。なお、故意又
は重過失に起因する損害賠償請求は当該保険契約により補填されないこととしております。
また、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、犯罪行
為や法令違反を認識しながら行った行為に起因する損害等を対象外としています。

（４）取締役及び監査役の報酬等の額
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針(以下、決定方針という。)を定
めており、その概要は、現状の当社の規模などを鑑みた結果、取締役個人の報酬等につい
ては、固定額報酬のみとすることとなっています。また、決定方針の決定方法は、社外取
締役等の協議を経たうえで代表取締役に一任することとしています。

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の金銭報酬の額は、1992年６月26日開催の第17期定時株主総会において年額

20,000万円以内と決議されております（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）。
当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は11名です。
監査役の金銭報酬の額は、1992年６月26日開催の第17期定時株主総会において年額

3,000万円以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は３名で
す。また別枠で2022年６月28日開催の第48回定時株主総会において、ストック・オプ
ション報酬額として年間１億円以内（社外取締役を除く）と決議いただいております。当
該株主総会終結時点の取締役の員数は５名（うち、社外取締役１名）です。
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③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
当社においては、取締役会の委任決議に基づき代表取締役社長吉村浩太郎が取締役の個

人別の報酬額の具体的内容を決定しております。
これらの権限を委任した理由は、当社グループ全体の業績を俯瞰し、各取締役の評価を

行うには代表取締役社長が最も適しているからであります。
取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、社外取締役と

の協議を経た後に決定する等の措置を講じており、当該手続きを経て取締役の個人別の報
酬額が決定されていることから、取締役会はその内容が決定方針に沿うものであると判断
しております。

④ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の
総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(人)基本報酬 業績連動
報酬等

非金銭報酬等
(ストック・
オプション)

取締役
(うち社外取締役)

30,948
(1,800)

30,948
(1,800)

―
(―)

―
(―)

８
(１)

監査役
(うち社外監査役)

6,000
(3,600)

6,000
(3,600) ― ― ４

(３)
（注）１．上記のほか社外役員が当社子会社から当事業年度の役員として受けた報酬はありません。

２．非金銭報酬等の内容は、ストック・オプションとしての新株予約権であります。ストック・オプショ
ンの概要は、「3．(1) 当事業年度末日における新株予約権の状況」に記載しております。
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（５）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社の関係

該当事項はありません。

② 主要取引先等特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

③ 当事業年度における主な活動状況
区分 氏名 主 な 活 動 状 況

取締役 江口 修司 当事業年度開催の取締役会には12回中12回に出席し、議案審議に必要な
発言を適宜行っております。

監査役 萩野谷 敏裕 当事業年度開催の取締役会には就任後9回中9回に出席し、また監査役会９
回のうち９回に出席し、議案審議に必要な発言を適宜行っております。

監査役 小田島 章
当事業年度開催の取締役会には12回中12回に出席し、また監査役会12回
のうち12回に出席し、主に弁護士としての専門的見地から、議案審議に必
要な発言を適宜行っております。
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5．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

ＫＤＡ監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
（ⅰ）公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額

17,000千円
（ⅱ）当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額

17,000千円
（注）１．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度

の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職務遂
行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等に
ついて会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、報酬等の金額にはこれらの合計額を
記載しております。

（3）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
会計監査人の解任につきましては、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定めるいず

れかの事由に該当した場合、監査役会は監査役全員の同意により会計監査人を解任いたしま
す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまし
て、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
また、上記の場合の他、会計監査人の職務遂行の状況、監査の品質等を総合的に勘案して、

監査役会は会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会は当該決定
に基づき、当該議案を株主総会に提案いたします。

（4）責任限定契約の内容の概要
当社と会計監査人ＫＤＡ監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責
任の限度額は100万円以上であらかじめ定めた額又は法令が定める額のいずれか高い額とし
ております。
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6．会社の体制及び方針
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正

を確保するための体制
会社法第362条第４項第６号並びに会社法施行規則第100条第１項及び第3項に定める「株

式会社の業務の適正を確保するために必要な体制の整備」について、2006年５月26日開催の
取締役会において下記のとおり基本方針を定めました。その後2015年５月14日開催の取締役
会において一部を改訂いたしました。改訂後の内容は下記のとおりです。

（1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①企業倫理規程をはじめとするコンプライアンス体制に係る規定を当社グループの役職員が
法令・定款及び社会規模を遵守した行動を取るための行動規範として設ける。

②その周知・徹底を図るため、経営企画室においてコンプライアンスの取り組みを横断的に
総括することとし、同室を中心に役職員教育を行う。

③代表取締役直轄の内部監査部門を設置し、経営企画室と連携のうえ、コンプライアンス体
制遂行の状況を監視する。

④定期的に取締役会及び監査役会に報告するものとする。法令上疑義のある行為等について
は従業員が内部監査部門への直接情報提供を行う手段として、ホットラインを設置・運営
する。

⑤当社グループは、社内外に窓口を置く内部通報制度を設け、当社グループにおける法令違
反等を早期に発見する体制を整備するとともに、通報者に不利益が生じないことを確保す
る。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体（以下、文書等
という。）に記録し、保存する。

②取締役及び監査役並びに内部監査部門は、文書管理規程により、常時、これらの文書等を
閲覧できるものとする。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ及び輸出管理等に係るリスクに
ついては、それぞれの担当部署にて、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュア
ルの作成・配布等を行うものとし、組織横断的リスクの監視及び全社的対応は総務部が行
うものとする。

②新たに生じたリスクについては取締役会において速やかに対応責任者となる取締役を定め
る。
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（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①取締役会は取締役、従業員が共有する全社的な目標を定め、業務担当取締役はその目標達
成のために各部門の具体的目標を定め、当社及び当社子会社に周知する。

②社内規程に基づく会社の権限分配・意思決定ルールによる権限分配を含めた効率的な達成
の方法を定め、IT を活用して取締役会が定期的に進捗状況をレビューし、改善を促すこ
とを内容とする、全社的な業連会議の効率化を実現するシステムを構築する。

（5）当社及び当社の子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①取締役会は取締役、従業員が共有する全社的な目標を定め、業務担当取締役はその目標達
成のために各部門の具体的目標を定め、当社及び当社子会社に周知する。

②グループ企業間との緊密な連絡体制の構築とグループ経営会議を開催し、担当部門より取
締役会及び監査役会への報告を行う。

③各グループ会社が当社のコンプライアンス規定と同等の規程を制定することを通じて、企
業倫理の確立並びにコンプライアンス体制及びリスク管理体制の構築を図る。

④各グループ会社からの内部通報は、当社の社長、監査役、外部弁護士等に直接通報できる
ものとする。

（6）監査役会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項、及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項、当該使用人に対する指示
の実効性の確保に関する事項
①監査役は、内部監査部門所属の使用人を監査役との連絡事務局とし、監査業務に必要な事
項を命令することができるものとし、その結果を監査役会に報告するものとする。

②監査役より監査業務に必要な命令を受けた使用人はその命令に関して、内部監査部門長等
の指揮命令を受けないものとする。

③当該使用人の任命、異動等については、常勤監査役の同意を得たうえで決定するものとす
る。当該使用人の人事考課は監査役が行うものとする。

（7）取締役及び使用人が監査役会に報告をするための体制その他の監査役会への報告に関する
体制
①取締役又は内部監査部門の使用人は、監査役会に対して、取締役会や当社経営会議、グル
ープ経営会議等の法定の事項に加え、内部監査の実施状況、コンプライアンス・ホットラ
インによる通報状況及びその内容を速やかに報告する体制を整備する。

②報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）については、取締役と監査役会との協議
により決定する方法による。
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（8）その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査役会と代表取締役社長及び内部監査部門との間の定期的な会合を設定するとともに、
連絡を密にすることで適宜課題抽出・解決案策定等の意見交換を行う。

②監査役会は会計監査人と、定期的な情報交換等の連携を図り会計監査人より会計監査内容
の説明を受ける。

③当社グループは監査役が必要と認めるときは、監査役の監査を支える弁護士、公認会計
士、コンサルタントその他の外部アドバイザーを任用するなど必要な監査費用を認める。

（9）業務の適正を確保するための体制の運用状況
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業

務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
①内部統制システム全般
当社及びグループ各社の内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の内部監査室がモ

ニタリングし、改善を進めております。
②コンプライアンス
当社は、当社及びグループ各社の使用人に対し、必要なコンプライアンスについて、会議

体での説明を行い、法令及び定款を遵守するための取り組みを行っております。
③内部監査
内部監査室が作成した内部監査計画に基づき、当社及びグループ各社の内部監査を実施い

たしました。

2026年05月26日 14時27分 $FOLDER; 24ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 24 ―

連 結 貸 借 対 照 表
（2026年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

千円 千円
流 動 資 産 3,135,780 流 動 負 債 749,701
現 金 及 び 預 金 2,696,799 買 掛 金 61,170
売 掛 金 312,678 未 払 金 251,417
商 品 等 87,954 前 受 金 6,954
そ の 他 38,347 預 り 金 4,050

固 定 資 産 4,663,769 1年以内返済予定の長期借入金 30,148
有 形 固 定 資 産 3,078,813 未 払 法 人 税 等 231,595
建 物 及 び 構 築 物 2,315,602 賞 与 引 当 金 38,303
機 械 及 び 装 置 83,786 そ の 他 126,059
土 地 316,235 固 定 負 債 707,616
建 設 仮 勘 定 211,354 退 職 給 付 に 係 る 負 債 285,015
そ の 他 151,833 リ ー ス 債 務 16,658
無 形 固 定 資 産 659,282 長 期 借 入 金 288,475
の れ ん 644,311 そ の 他 117,467
ソ フ ト ウ ェ ア 6,763 負 債 合 計 1,457,318
そ の 他 8,207 純 資 産 の 部
投 資 そ の 他 の 資 産 925,673 株 主 資 本 6,342,778
関 係 会 社 株 式 201,464 資 本 金 146,095
投 資 有 価 証 券 188,878 資 本 剰 余 金 1,863,228
長 期 化 営 業 債 権 3,156 利 益 剰 余 金 4,350,786
破 産 更 生 債 権 等 754 自 己 株 式 △17,332
繰 延 税 金 資 産 119,128 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 △11,796
そ の 他 416,201 その他有価証券評価差額金 △11,796
貸 倒 引 当 金 △3,911 新 株 予 約 権 11,249

純 資 産 合 計 6,342,231
資 産 合 計 7,799,549 負 債 及 び 純 資 産 合 計 7,799,549

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連 結 損 益 計 算 書
(20252026

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日

から
まで )

科 目 金 額
千円 千円

売 上 高 5,591,906
売 上 原 価 1,134,167

売 上 総 利 益 4,457,739
販売費及び一般管理費 3,290,604

営 業 利 益 1,167,134
営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,378
受 取 賃 貸 料 4,360
受 取 手 数 料 1,521
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 7,986
受 取 配 当 金 5,102
そ の 他 26,130 49,478

営 業 外 費 用
支 払 利 息 3,863
そ の 他 864 4,727
経 常 利 益 1,211,885

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 972
受 取 保 険 金 17,116 18,089

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 323 323
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,229,650
法人税、住民税及び事業税 403,212
法 人 税 等 調 整 額 △13,385 389,827
当 期 純 利 益 839,823
親会社株主に帰属する当期純利益 839,823

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結株主資本等変動計算書
(20252026

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日

から
まで )

（単位：千円）
株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 132,600 1,849,784 3,787,797 △16,516 5,753,666
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 13,494 13,494 26,989
剰 余 金 の 配 当 △276,834 △276,834
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 839,823 839,823
自 己 株 式 の 取 得 △961 △961
自 己 株 式 の 処 分 △51 146 95
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）
当 期 変 動 額 合 計 13,494 13,443 562,989 △815 589,111
当 期 末 残 高 146,095 1,863,228 4,350,786 △17,332 6,342,778

（単位：千円）
その他の包括利益累計額

新株予約権 純 資 産
合 計そ の 他

有 価 証 券
評 価 差 額 金

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 △8,624 △8,624 17,339 5,762,380
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 26,989
剰 余 金 の 配 当 △276,834
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 839,823
自 己 株 式 の 取 得 △961
自 己 株 式 の 処 分 95
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） △3,171 △3,171 △6,089 △9,261
当 期 変 動 額 合 計 △3,171 △3,171 △6,089 579,850
当 期 末 残 高 △11,796 △11,796 11,249 6,342,231

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連 結 注 記 表
継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 …………………………… 合計３社

(国内３社)
連結子会社の名称
株式会社伊豆シャボテン公園
株式会社伊豆ドリームビレッジ
株式会社FLACOCO

（2）非連結子会社 ………………………………… ０社
２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用関連会社数 ……………………… １社

持分法適用関連会社の名称
株式会社ウェブ

（2）持分法非適用非連結子会社及び関連会社数 … ０社
３．会計方針に関する事項
イ．重要な資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの…………連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市 場 価 格 の な い 株 式 等…………移動平均法による原価法

（2）棚卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
商品 最終仕入原価法

ロ．重要な減価償却資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

（2）無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって
おります。

（3）リース資産
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所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

ハ．重要な引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込み額に基づき計上しております。

ニ．その他連結計算書類の作成のための重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しており
ます。
なお、退職給付に係る負債の対象従業員が、300名未満でありますので、簡便法によっており、退職給付
債務の金額は当連結会計年度末自己都合要支給額としております。

（2）収益及び費用の計上基準
約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取れると見込
まれる金額で収益を認識することとしております。
①（1）入園チケットに係る収益認識
（2）商品販売及び飲食等に係る収益認識
（3）受託販売に係る収益認識
（4）テナント契約に係る収益認識
（5）ホテル宿泊サービス等に係る収益認識

②収益を理解するための基礎となる情報
当社グループは、以下の５つのステップアプローチを適用することにより、収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４；取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：履行義務を充足した時点（又は充足するにつれて）収益を認識する
レジャー事業・アニタッチ事業
レジャー施設及びアニタッチ施設の提供、施設内での商品・飲食等の販売、受託商品の販売、テナン

ト施設での販売を履行義務としております。入園・販売された時点で収益を認識しております。
ホテル事業
ホテル事業は、当社グループが保有するホテルに集客し、部屋の提供、食事の提供、その他サービス

を提供するとともに、おみやげ品等の物品販売を行うものであります。
宿泊等に係るサービスは一定期間にわたり充足される履行義務であることから、サービス提供の進捗

に応じて収益を認識しております。
（3）のれんの償却方法及び償却期間

５年から10年間の定額法により償却しております。
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（4）グループ通算制度の適用
グループ通算制度を適用しております。

会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年

度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。

固定資産の減損
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度の固定資産の帳簿価額の計上金額は、有形固定資産3,078,813千円、無形固定資産14,970
千円を計上しております。

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法

減損の兆候を識別した資産又は資産グループ（以下、資産グループ）について、減損損失の認識テストを実
施しており、さらに測定を行う場合には、その回収可能価額は使用価値又は正味売却価額により算定していま
す。使用価値は、将来キャッシュ・フローの割引現在価値として算定しています。

②主要な仮定
将来キャッシュ・フローの基礎となる事業計画等における重要な仮定は、主として各事業の入園者数等に関

する将来の見通しです。
将来キャッシュ・フローの算定期間は当該資産グループに属する建物及び構築物、機械及び装置等の平均残

存耐用年数を基礎としています。採用する割引率は、主に資本コストを基礎として算定しています。正味売却
価額は適切に市場価格を反映していると考えられる指標等を用いて算定した価格であります。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
当該見積りは、将来の経営環境の変化や金利の変動、自然災害等によって影響を受ける可能性があり、当社

施設の入園者数等に関する将来の見通しが悪化した場合や建物及び構築物、機械及び装置等の評価額が低下し
た場合には減損損失を計上する可能性があります。

のれんの減損
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度ののれんの帳簿価額の計上金額は、644,311千円を計上しております。

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法

減損損失を認識するかどうかの判定と減損損失の測定において行われる資産のグルーピングは、他の資産ま
たは資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位で行って
おり、のれんは、のれんが帰属する事業に関連する複数の資産または資産グループにのれんを加えたより大き
な単位（資金生成単位）でグルーピングされています。のれんは、毎期償却されますが、減損の兆候があると
認められた場合、減損損失の認識の要否を判定し、その必要があると判定された場合は、その回収可能価額は
使用価値又は正味売却価額となる金額を測定し当該金額を連結計算書類に計上しています。
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②主要な仮定
将来キャッシュ・フローの基礎となる事業計画等における重要な仮定は、主としてホテルの宿泊者等に関す

る将来の見通しです。
のれんは取得による企業結合において支配獲得時以後の事業展開によって期待される超過収益力に関連して

発生しており、効果が発現すると見積られる期間にわたり償却を行っております。
採用する割引率は、主に資本コストを基礎として算定しています。正味売却価額は適切に市場価格を反映し

ていると考えられる指標等を用いて算定した価格であります。
③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

当該見積りは、将来の経営環境の変化や金利の変動、自然災害等によって影響を受ける可能性があり、当社
施設の入園者数等に関する将来の見通しが悪化した場合には減損損失を計上する可能性があります。

関係会社株式の評価
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

関係会社株式 201,464千円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

投資有価証券の評価に当たっては、投資時の事業計画と実績を比較してその達成状況を把握するととも
に、外部経営環境等を勘案して、今後の事業計画の実現可能性を評価し、その超過収益力等の毀損の有無
を判断しています。

（3）翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
投資先の実績等が投資時の計画を下回った場合などは、超過収益力が毀損したと判断し、翌連結会計年

度の連結計算書類において重要な影響を与える可能性があります。
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連結貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 2,956,085千円
２．流動負債「前受金」のうち、契約負債の残高 6,954千円

連結損益計算書に関する注記
売上高のうち、顧客との契約から生じる収益の額 5,591,906千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株) 18,477,768 95,000 ― 18,572,768
（注）普通株式の発行済株式総数の増加95,000株は、新株予約権の行使によるものであります。

２．剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2025年６月26日
定時株主総会 普通株式 276 15 2025年３月31日 2025年６月27日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 株式の
種 類

配当の
原資

配当金
の総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基 準 日 効力発生日

2026年６月25日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 370 20 2026年３月31日 2026年6月26日

３．当連結会計年度末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数
普通株式 175,500株
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組指針

当社グループは、資金運用については主に流動性の高い金融資産で運用し、他に貸付けを行っておりま
す。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である売掛金については、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、与

信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。
投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動に晒されております。こ

れについては時価や発行体の財務状況を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的
に見直しております。
営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。

連結貸借対照表計上額
(千円) 時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券 188,078 188,078 ―
資産計 188,078 188,078 ―

長期リース債務 16,658 16,658 ―
長期借入金
（1年以内長期借入金
を含む）

318,623 316,567 △2,055

負債計 335,281 333,225 △2,055

(注)１．「現金及び預金」「売掛金」「買掛金」「未払金」については、現金であること、及び短期間で決済され
るため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

２．市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含めておりません。

区 分 連結貸借対照表計上額(千円)

投資有価証券（非上場株式） 800

関係会社株式（非上場株式） 201,464
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３．時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その

時価をレベル１の時価に分類しております。
長期リース債務
リース債務の時価については、支払利子込み法を採用しているものを除き、同様の新規案件のリース

取引を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類し
ております。
長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割

引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

賃貸等不動産に関する注記
該当事項はありません。
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収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
区分 レジャー事業

伊豆シャボテン動物公園 2,198,663
伊豆ぐらんぱる公園 1,646,706
ニューヨークランプ・ミュージアム＆
フラワーガーデン・伊豆海洋公園 262,309

売上高控除 △445,519
顧客との契約から生じる収益 3,662,160
その他の収益 ―
外部顧客への売上高 3,662,160

区分 アニタッチ事業
アニタッチ 1,226,561
顧客との契約から生じる収益 1,226,561
その他の収益 ―
外部顧客への売上高 1,226,561

区分 ホテル事業
伊豆ドリームビレッジ 703,107
顧客との契約から生じる収益 703,107
その他の収益 ―
外部顧客への売上高 703,107

区分 その他
その他 77
顧客との契約から生じる収益 77
その他の収益 ―
外部顧客への売上高 77

外部顧客への売上高合計 5,591,906

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類の作成のための基本となる重

要な事項に関する注記等「3．会計方針に関する事項（二）その他連結計算書類の作成のための重要な事項（2）
収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 287,907
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 312,678
契約資産（期首残高） ー
契約資産（期末残高） ー
契約負債（期首残高） 6,649
契約負債（期末残高） 6,954

（注）連結貸借対照表において、契約負債は流動負債「前受金」に含まれております。

（2）残高履行義務に配分した取引価格
当社グループでは、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引はないため、残存履行義務に係る開示を省

略しております。

１株当たり情報注記
１．１株当たり純資産額 341円31銭
２．１株当たり当期純利益 45円41銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
(2026年３月31日現在)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

千円 千円
流 動 資 産 858,933 流 動 負 債 27,337
現 金 及 び 預 金 851,460 未 払 金 9,578
売 掛 金 2 未 払 法 人 税 等 5,625
前 払 費 用 2,904 未 払 費 用 1,683
そ の 他 4,566 預 り 金 1,031

固 定 資 産 1,851,586 賞 与 引 当 金 2,090
有 形 固 定 資 産 108,606 そ の 他 7,327
建 物 及 び 構 築 物 106,428 固 定 負 債 42,269
工 具 器 具 備 品 2,178 資 産 除 去 債 務 26,590
投 資 そ の 他 の 資 産 1,742,979 退 職 給 付 引 当 金 15,444
関 係 会 社 株 式 1,520,185 そ の 他 235
投 資 有 価 証 券 188,078 負 債 合 計 69,606
敷 金 ・ 保 証 金 17,907 純 資 産 の 部
繰 延 税 金 資 産 10,467 株 主 資 本 2,632,276
そ の 他 7,095 資 本 金 146,095
貸 倒 引 当 金 △754 資 本 剰 余 金 1,863,228

資 本 準 備 金 1,624,595
そ の 他 資 本 剰 余 金 238,632

利 益 剰 余 金 640,285
そ の 他 利 益 剰 余 金 640,285
繰 越 利 益 剰 余 金 640,285

自 己 株 式 △17,332
評 価 ・ 換 算 差 額 等 △2,612
その他有価証券評価差額金 △2,612

新 株 予 約 権 11,249
純 資 産 合 計 2,640,913

資 産 合 計 2,710,520 負 債 及 び 純 資 産 合 計 2,710,520
（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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損 益 計 算 書
(20252026

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日

から
まで )

科 目 金 額
千円 千円

売 上 高 649,877
売 上 原 価 24,068

売 上 総 利 益 625,809
販売費及び一般管理費 212,936

営 業 利 益 412,872
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,410
賞 与 引 当 金 戻 入 額 1,119
受 取 配 当 金 5,102
そ の 他 5,418 13,050
経 常 利 益 425,922

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 0 0
税 引 前 当 期 純 利 益 425,922
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 8,341
法 人 税 等 調 整 額 △351 7,990
当 期 純 利 益 417,932

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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株主資本等変動計算書
(20252026

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日

から
まで )

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

そ の 他
利 益 剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 132,600 1,611,100 238,684 1,849,784 499,187 499,187
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 13,494 13,494 13,494
剰 余 金 の 配 当 △276,834 △276,834
当 期 純 利 益 417,932 417,932
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 △51 △51
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 13,494 13,494 △51 13,443 141,098 141,098
当 期 末 残 高 146,095 1,624,595 238,632 1,863,228 640,285 640,285

（単位：千円）
株 主 資 本 評価・換算差額等

新株予約権
純 資 産
合 計自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △16,516 2,465,055 3,110 3,110 17,339 2,485,504
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 26,989 26,989
剰 余 金 の 配 当 △276,834 △276,834
当 期 純 利 益 417,932 417,932
自 己 株 式 の 取 得 △961 △961 △961
自 己 株 式 の 処 分 146 95 95
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △5,722 △5,722 △6,089 △11,812
当 期 変 動 額 合 計 △815 167,221 △5,722 △5,722 △6,089 155,408
当 期 末 残 高 △17,332 2,632,276 △2,612 △2,612 11,249 2,640,913

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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個 別 注 記 表
継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

① 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

② その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの…………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市 場 価 格 の な い 株 式 等…………移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

（3）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま
す。
なお、退職給付引当金の対象従業員が、300名未満でありますので、簡便法によっており、退職給付債務
の金額は当事業年度末自己都合要支給額としております。

４．収益及び費用の計上基準
約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込ま
れる金額で収益を認識しております。
当社は、経営指導料等について、サービスの提供に応じて収益を認識しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております。
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会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書

類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。

関係会社株式の評価
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式 1,520,185千円
（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は、関係会社株式については市場価格がない株式であることから、取得原価をもって貸借対照表価
額としておりますが、当該株式の発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下した場合には、
回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、相当の減額を行い、評価差額として減損処理
を行っております。

（３）翌事業年度の計算書類に与える影響
当事業年度において、関係会社株式に係る取得原価と実質価額の状況を把握した結果、実質価額の著し

い下落は生じておりませんが、将来の不確実な経済条件の変動により、関係会社株式の実質価額を著しく
低下させる事象が生じた場合、翌事業年度の財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性がございます。

貸借対照表に関する注記
１．関係会社に対する金銭債務

未払金 837千円
２．有形固定資産の減価償却累計額 300,949千円

損益計算書に関する注記
１．関係会社との取引高

営業取引
売上高 649,800千円

営業取引以外の取引高
営業外収益 2千円

２．売上高のうち、顧客との契約から生じる収益の額 219,677千円
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株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 22,159 1,975 200 23,934

（注）１．自己株式の増加株式数は、単元未満株式の買い取りによるものであります。
２．自己株式の減少株式数は、単元未満株式の買い増しによるものであります。

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳（単位：千円）

繰延税金資産
投資有価証券評価損 294,200
減価償却超過額 2,097
その他 20,256

繰延税金資産小計 316,553
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 ―
将来減算一時差異等の合計額に係る評価性引当額 △301,190
評価性引当額小計 △301,190
繰延税金資産合計 15,362

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 4,895

繰延税金負債合計 4,895
繰延税金資産の純額 10,467
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関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

属性 会社等の名称 議決権等の
所有割合

関 係 内 容
取引の内容 取引金額

(千円) 科 目 期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社 株式会社
伊豆シャボテン公園

直接
100.0％

兼任
2名

資金融資
営業上
の取引

経営指導料(注)1 213,600

不動産の賃貸(注)2 25,200 未払金 615

受取配当金(注)2 405,000

子会社 株式会社
伊豆ドリームビレッジ

直接
100.0％

兼任
１名

資金融資
営業上
の取引

経営指導料(注)1 6,000 未払金 222

貸付金利息(注)3 2

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1. 経営指導料については、相手会社との交渉のうえ、役務の提供に見合う価格になっております。なお取

引金額については、消費税等は含まれておりません。
2. 相手会社との交渉のうえで決定しております。
3. 市場金利を勘案して利率を決定しております。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 141円77銭
２．１株当たり当期純利益 22円60銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年５月2９日

伊 豆 シ ャ ボ テ ン リ ゾ ー ト 株 式 会 社
取締役会 御中

Ｋ Ｄ Ａ 監 査 法 人
東京都中央区
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 毛 利 優
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 上 野 宜春

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、伊豆シャボテンリゾート株式会社の2025年4月1日から

2026年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、伊豆シャボテンリゾート株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び
損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す

ることにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその

他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の

記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにあ
る。
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当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を
報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結
計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査
手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分か
つ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、

リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる
かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計
算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる
可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が
基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
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・連結計算書類に対する意見を表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証
拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監
督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講
じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年５月2９日

伊 豆 シ ャ ボ テ ン リ ゾ ー ト 株 式 会 社
取締役会 御中

Ｋ Ｄ Ａ 監 査 法 人
東京都中央区
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 毛 利 優
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 上 野 宜春

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、伊豆シャボテンリゾート株式会社の2025年4月1

日から2026年3月31日までの第51期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従っ
て、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す

ることにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他

の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記

載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を

報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類
等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査
手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分か
つ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど
うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の
注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書
類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監
査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎とな
る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講
じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第51期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたしま
す。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受ける

ほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部

監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会そ
の他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を
確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしまし
た。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社か
ら事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及び附属明細書について検討い
たしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも

に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げている事
項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認められま

す。
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認められます。また、当該内部統制システ

ムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人ＫＤＡ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人ＫＤＡ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認められます。
2026年５月2９日

伊豆シャボテンリゾート株式会社 監査役会
常 勤 監 査 役 白 石 孝 誼 ㊞
監査役（社外監査役）小 田 島 章 ㊞
監査役（社外監査役）萩野谷 敏裕 ㊞

以 上
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青山中学校
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四谷郵便局
慶應義塾
大学病院

赤坂郵便局
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伊藤忠商事
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ラグビー場

神宮第二球場
明治神宮
外苑

総会会場
明治記念館

株主総会会場ご案内図

会 場 東京都港区元赤坂２丁目２番23号
明治記念館
「孔雀」の間
℡ 03-3403-1171（代表）

交通機関 JR〔中央線・総武線〕信濃町駅 下車徒歩3分
地下鉄〔銀座線・半蔵門線・大江戸線〕青山一丁目駅 下車（2番出口）徒歩6分
地下鉄〔大江戸線〕国立競技場駅 下車（A1出口）徒歩6分
都バス〔品97〕品川車庫前〜新宿駅西口〔権田原〕下車徒歩1分
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